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分
類

環境項目 工業 発電・送電 インフラストラクチャー

１
許
認
可
・
説
明

(1) EIA及び環境許認可 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(2) 現地ステークホルダーへの説明 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(3) 代替案の検討 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

２
汚
染
対
策

(1) 大気質 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇

(2) 水質 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(3) 廃棄物 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(4) 土壌汚染 〇 ○ 〇 〇 ○ ○ 〇

(5) 騒音・振動 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

(6) 地盤沈下 〇 〇 ○ 〇 ○ ○ ○ 〇 〇 ○ 〇

(7) 悪臭 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇

(8) 底質 ○

３
自
然
環
境

(1) 保護区 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(2) 生態系 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(3) 水象 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(4) 地形・地質 ○ 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇

(5) 跡地管理 〇 ○

４
社
会
環
境

(1) 住民移転 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(2) 生活･生計 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(3) 文化遺産 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(4) 景観 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(5) 少数民族、先住民族 〇 ○ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ ○ 〇

(6) 労働環境 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５
そ
の
他

(1) 工事中の影響 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇

(2) 事故防止対策 〇 〇 〇 〇

(3) モニタリング 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○ 〇 〇
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環境チェックリスト：１．鉱工業（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質
(a) 船舶・車輌・付帯施設(ドック等）から排出される硫黄酸化物
（SOx）、窒素酸化物（NOx）、媒じん等の大気汚染物質は、当該国の排出
基準、環境基準等と整合するか。大気質に対する対策はとられるか。

(a) (a)

(2)水質

(a) 対象となる作業場、施設並びに付帯設備等から排出される排水(BOD、
COD、SS、油脂、pH、その他有害物質)は当該国の排水基準等と整合する
か。また、排水により当該国の環境基準等と整合しない地域が生じるか。
(b) 原材料、化学物質、廃棄物等の貯蔵場所から流出水が表流水、地下
水、土壌を汚染しない対策がなされているか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)廃棄物

(a) 対象となる作業場、施設並びに付帯設備等から発生する廃棄物は当該
国の規定に従って適切に処理・処分されるか。
(b) 廃棄物保管場所または処分場からの浸出水によって土壌・地下水を汚
染しない対策がなされるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(4)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水の汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか
か。

(a) (a)

(6)悪　臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトによる水利用（地表水、地下水）が、河川等の水域環境
に影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１．鉱工業（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

３
自
然
環
境

(3)地形・地質

(a) 盛土、切土等の地山の改変は地山の安定を考慮して計画されている
か。
(b) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土砂流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。
(c) 海域に計画されている場合は、自然海浜の侵食を助長する恐れがある
か。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトの実施により必要となる社会基盤の整備は十分か（病
院・学校、道路等）。不十分な場合、整備計画はあるか。
(c) プロジェクトに伴う大型車両等の運行によって周辺の道路交通に影響
はあるか。必要に応じて交通への影響を緩和する配慮が行われるか。
(d) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険があるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)文化遺産

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

４
　
社
　
会
　
環
　
境



環境チェックリスト：１．鉱工業（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
会
環
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)事故防止対策
(a) 有害物・危険物の貯蔵、排出、輸送等に十分な事故対策（防止設備の
設置、防止管理体制の整備）が取られているか。

(a) (a)

(3)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、道路および鉄道に係るチェックリストの該当チェック
事項も追加して評価すること。
(b) 工業団地インフラについては、道路、その他インフラを確認するこ
と。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。

６
留
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環境チェックリスト：２．火力発電（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 発電所操業に伴って排出される硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物
（NOx）、煤じん等の大気汚染物質は、当該国の排出基準等と整合する
か。また、排出により当該国の環境基準等と整合しない区域が生じるか。
(b) 石炭火力発電所の場合、貯炭場や石炭搬送施設からの飛散炭じん、石
炭灰処分場からの粉じんが大気汚染を生じる恐れはあるか。汚染防止のた
めの対策がとられるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質

(a) 温排水を含む発電所からの排水は当該国の排出基準等と整合するか。
また、排出により当該国の環境基準等と整合しない区域や高温の水域が生
じるか。
(b) 石炭火力発電所の場合、貯炭場、石炭灰処分場からの浸出水は当該国
の排出基準等と整合するか。
(c) これらの排水が表流水、土壌・地下水、海洋等を汚染しない対策がな
されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)廃棄物
(a) 操業に伴って発生する廃棄物（廃油、廃薬品）または石炭灰、排煙脱
硫の副生石膏等の廃棄物は当該国の規定等に従って適切に処理・処分され
るか。

(a) (a)

(4)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(6)悪　臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)
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環境チェックリスト：２．火力発電（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、河川等の水域環境に
影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。
(e) 温排水の放流や冷却水の大量の取水、浸出水の排出が周辺水域の生態
系に悪影響を与えるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響はあるか。必要な場合は影
響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトの実施により必要となる社会基盤の整備は十分か(病
院・学校、道路等)。不十分な場合、整備計画はあるか。
(c) プロジェクトに伴う大型車両等の運行によって周辺の道路交通に影響
はあるか。必要に応じて交通への影響を緩和する配慮が行われるか。
(d) プロジェクト活動に伴う作業員等の流入により、疾病の発生（HIV等
の感染症を含む）の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮
は行われるか。
(e) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）や温排水の放流が、既存
の水利用、水域利用(特に漁業）に影響を及ぼすか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：２．火力発電（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)事故防止対策
(a) 石炭火力の場合、貯炭所の自然発火を防止するよう計画されるか（散
水設備等）。

(a) (a)

(3)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合には、送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック
事項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。
(b) 必要な場合は、港湾に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（港湾設備の建設を伴う場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：３．水力発電・ダム・貯水池（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート）等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質

(a) ダム湖/貯水池の水質は当該国の環境基準等と整合するか。動植物プ
ランクトンの異常発生する恐れはあるか。
(b) 放流水の水質は当該国の環境基準等と整合するか。
(c) 試験湛水前の樹木の伐採などダム湖/貯水池の水質悪化防止のための
対策が計画されるか。
(d) 下流の河川流量が低下することで、水質が悪化し、環境基準を下回る
区間が生じるか。
(e) ダム湖/貯水池の底部からの放水（通常表面水より水温が低い）によ
る下流域への影響を考慮した計画か。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(2)廃棄物
(a) 掘削により発生した土砂は当該国の規定に従って適切に処理・処分さ
れるか。

(a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 下流域の水生生物、動植物及び生態系への悪影響はあるか。生態系へ
の影響を減らす対策はなされるか。
(d) ダム等の構造物により遡河性魚類（サケ、マス、ウナギ等、産卵のた
め河川と海の間を移動する種）の移動を妨げる恐れはあるか。これらの種
への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)水象
(a) 堰等の構造物の設置による水系の変化に伴い、地表水・地下水の流れ
に悪影響を及ぼすか（特に流れ込み式水力発電の場合）。

(a) (a)

(4)地形・地質

(a) ダム湖による土砂等の捕捉により、下流域への土砂流入量が減少し、
河床低下、土壌侵食等が生じるか。また、ダム湖への土砂の堆積による貯
水池の容量減少、上流域の河床上昇、土壌堆積が生じるか。これらの可能
性について調査され、必要な対策が講じられるか。
(b) プロジェクトにより計画地周辺の地形・地質構造が大規模に改変され
るか（特に流れ込み式水力発電）。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：３．水力発電・ダム・貯水池（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトにより周辺の地域利用が変化して住民の生計に悪影響を
及ぼすか。
(c) 関連施設が住民の既存水域交通及び周辺の道路交通に悪影響を及ぼす
か。
(d) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(e) 下流の水利用維持のための最低流量は供給されるか。
(f) 下流水の流量の変化、あるいは海水浸入により、下流の水利用や土地
利用に影響は生じるか。
(g) 水を原因とする、もしくは水に関係する疾病（住血虫症、マラリア、
糸状虫症等）は発生する恐れはあるか。
(h) 河川等における漁業権、水利権、山林入会権等が阻害されることはあ
るか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：３．水力発電・ダム・貯水池（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）
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(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)事故防止対策
(a) ダムからの放水時における下流部への警報体制は整備されるか。 (a) (a)

(3)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（山間地のダムについて大規模な伐採を伴う場合等）。
(b) 灌漑、上水、工水等への利用を目的としたダム・貯水池については、
必要に応じて農業、上水道に係るチェックリストの該当チェック事項も追
加して評価すること。
(c) 必要な場合には送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：４．地熱発電（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 排出される硫化水素等の大気汚染物質は、当該国の基準と整合する
か。硫化水素による周辺植生等への影響は生じるか。
(b) その他の施設から排出される大気汚染物質は、当該国の排出基準等と
整合するか。大気質に対する対策はとられるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質

(a) 発電施設等からの排水（温排水を含む）は当該国の排出基準等と整合
するか。
(b) 地熱利用に起因するヒ素、水銀等の水質汚染は生じるか。汚染が生じ
うる場合、対策は用意されるか。
(c) 廃棄物処分場からの浸出水は当該国の排出基準、環境基準等と整合す
るか。浸出水により土壌・地下水、海洋等を汚染しない対策がなされる
か。
(d) 坑井掘削に伴う排水による水質汚染は生じるか。汚染が生じる場合、
対策は用意されるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)廃棄物

(a) 施設稼働に伴って発生する廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理
・処分されるか。
(b) 坑井掘削に伴う廃棄物は当該国の基準に従って適切に処理・処分され
るか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(4)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(5)地盤沈下
(a) 蒸気の採取により地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(6)悪臭
(a) 排出される硫化水素等の悪臭物質による周辺への影響は生じるか。 (a) (a)
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環境チェックリスト：４．地熱発電（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)地形・地質
(a) プロジェクトにより計画地周辺の地形・地質構造が大規模に改変され
るか。

(a) (a)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）や排水の放流が、既存の
水利用、水域利用に影響を及ぼすか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：４．地熱発電（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
会
環
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)事故防止

(a) 有害物・危険物の貯蔵、排出、輸送等に十分な事故対策（防止設備の
設置、防止管理体制の整備）が取られているか。また、設備のトラブル等
により緊急的に河川に排出される場合に備え、飲料水汚染防止等の対策が
講じられているか。

(a) (a)

(3)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：５．その他発電（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント評価報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)地域ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) バイオマスエネルギー等の燃焼を伴う発電施設の場合、発電所操業に
伴って排出される硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、媒塵等の大気
汚染物質は、当該国の排出基準、環境基準等と整合するか。
(b) その他の施設から排出される大気汚染物質は、当該国の排出基準等と
整合するか。大気質に対する対策はとられるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質

(a) 発電施設等からの排水（温排水を含む）は当該国の排出基準等と整合
するか。
(b) 廃棄物処分場からの浸出水は当該国の排出基準、環境基準等と整合す
るか。浸出水により土壌・地下水、海洋等を汚染しない対策がなされる
か。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)廃棄物
(a) 施設稼働に伴って発生する廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理
・処分されるか（特にバイオマスエネルギー）。

(a) (a)

(4)土壌汚染
(a) サイトの土壌は、過去に汚染されたことがあるか。また、土壌を汚染
しない対策がなされるか。

(a) (a)

(5)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか。
(b) 風力発電では低周波音が当該国の基準等と整合するか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げにより地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(7)悪　臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)
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環境チェックリスト：５．その他発電（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系及び生
物相

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 風力発電による微気象の変化が周辺の貴重な植生に影響を与えるか
（風力発電施設近傍に貴重な植生は存在するか）。影響を与えうる場合は
適切な対策が用意されるか。
(e) 風力発電施設（風車）は貴重な鳥類の生息地や渡り鳥の飛行コースを
考慮して設置されるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)水象
(a) 施設の設置による水系の変化は生じるか。流況、波浪、潮流等に悪影
響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質
(a) プロジェクトにより計画地周辺の地形・地質構造が大規模に改変され
るか。

(a) (a)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）や排水の放流が、既存の
水利用、水域利用に影響を及ぼすか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：５．その他発電（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：６．送変電・配電（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント評価報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

２
汚
染
対
策

(1)水質

(a) 盛土部、切土部等の表土露出部からの土壌流出によって周辺河川下流
水域の水質が悪化するか。水質悪化が生じる場合、対策が用意されるか。

(a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 野生生物及び家畜の移動経路の遮断、生息地の分断等に対する対策は
なされるか。
(e) 事業実施に伴う森林破壊や密猟、砂漠化、湿原の乾燥等は生じるか。
外来種（従来その地域に生息していなかった種）、病害虫等が移入し、生
態系が乱される恐れはあるか。これらに対する対策は用意されるか。
(f) 未開発地域に建設する場合、新たな地域開発に伴い自然環境が大きく
損なわれるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(3)地形・地質

(a) 送配電線ルート上に土砂崩壊や地滑りが生じそうな地質の悪い場所は
あるか。悪い場合は工法等で適切な処置が考慮されるか。
(b) 盛土、切土等の土木作業によって、土砂崩壊や地滑りは生じるか。土
砂崩壊や地滑りを防ぐための適切な対策が考慮されるか。
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土壌流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)
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環境チェックリスト：６．送変電・配電（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険があるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(c) 鉄塔等による電波障害は生じるか。著しい電波障害が予想される場合
は、適切な対策が考慮されるか。
(d) 送電線を建設することによる線下補償等が国内法に従い実施される
か。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：６．送変電・配電（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等は適切なものと判断されるか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、道路に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。

６
留
意
点

５
　
そ
　
の
　
他



環境チェックリスト：７．道路（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 通行車両等から排出される大気汚染物質による影響はあるか。当該国
の環境基準等と整合するか。
(b) ルート付近において大気汚染状況が既に環境基準を上回っている場
合、プロジェクトが更に大気汚染を悪化させるか。大気質に対する対策は
とられるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質

(a) 盛土部、切土部等の表土露出部からの土壌流出によって下流水域の水
質が悪化するか。
(b) 路面からの流出排水が地下水等の水源を汚染するか。
(c) パーキング/サービスエリア等からの排水は当該国の排出基準等と整
合するか。また、排出により当該国の環境基準と整合しない水域が生じる
か。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)廃棄物
(a) パーキング/サービスエリア等からの廃棄物は当該国の規定に従って
適切に処理・処分されるか。

(a) (a)

(4)騒音・振動
(a) 通行車両による騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 野生生物及び家畜の移動経路の遮断、生息地の分断、動物の交通事故
等に対する対策はなされるか。
(e) 道路が出来たことによって、開発に伴う森林破壊や密猟、砂漠化、湿
原の乾燥等は生じるか。外来種（従来その地域に生息していなかった）、
病害虫等が移入し、生態系が乱される恐れはあるか。これらに対する対策
は用意されているか。
(f) 未開発地域に道路を建設する場合、新たな地域開発に伴い自然環境が
大きく損なわれるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
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環境チェックリスト：７．道路（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(3)水象
(a) 地形の改変やトンネル等の構造物の新設が地表水、地下水の流れに悪
影響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑りが生じそうな地質の悪い場所はあるか。
ある場合は工法等で適切な処置がなされるか。
(b) 盛土、切土等の土木作業によって、土砂崩壊や地滑りは生じるか。土
砂崩壊や地滑りを防ぐための適切な対策がなされるか。
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土壌流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) 新規開発により道路が設置される場合、既存の交通手段やそれに従事
する住民の生活への影響はあるか。また、土地利用・生計手段の大幅な変
更、失業等は生じるか。これらの影響の緩和に配慮した計画か。
(b) プロジェクトによりその他の住民の生活に対し悪影響を及ぼすか。必
要な場合は影響を緩和する配慮が行われるか。
(c) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(d) プロジェクトによって周辺地域の道路交通に悪影響を及ぼすか（渋
滞、交通事故の増加等）。
(e) 道路によって住民の移動に障害が生じるか。
(f) 道路構造物(陸橋等）により日照阻害、電波障害を生じるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：７．道路（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
会
環
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（大規模な伐採を伴う場合等）。
(b) 必要な場合には送電線・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認す
る。（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係
る要素が考えられる場合等）

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：８．鉄道（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント評価報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質

(a) 盛土部、切土部等の表土露出部からの土壌流出によって下流水域の水
質が悪化するか。
(b) 駅や車輌基地からの排水は当該国の排出基準等と整合するか。また、
排出により当該国の環境基準等と整合しない水域が生じるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)廃棄物
(a) 駅や車輌基地からの廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・処分
されるか。

(a) (a)

(3)騒音・振動
(a) 鉄道による騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(4)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げ等により、地盤沈下が生じる恐れがあるか（特
に地下鉄）。

(a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 野生生物及び家畜の移動経路の遮断、生息地の分断、動物の交通事故
等に対する対策はなされるか。
(e) 鉄道が出来たことによって、開発に伴う森林破壊や密猟、砂漠化、湿
原の乾燥等は生じるか。外来種(従来その地域に生息していなかった)、病
害虫等が移入し、生態系が乱される恐れはあるか。これらに対する対策は
用意されるか。
(f) 未開発地域に鉄道を建設する場合、新たな地域開発に伴い自然環境が
大きく損なわれるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(3)水象
(a) 地形の改変やトンネル等の構造物の新設が地表水、地下水の流れに悪
影響を及ぼすか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：８．鉄道（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

３
自
然
環
境

(4)地形・地質

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑りが生じそうな地質の悪い場所はあるか。
悪い場合は工法等で適切な処置が考慮されるか。
(b) 盛土、切土等の土木作業によって、土砂崩壊や地滑りは生じるか。土
砂崩壊や地滑りを防ぐための適切な対策が考慮されるか。
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土壌流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) 新規開発により鉄道が設置される場合、既存の交通手段やそれに従事
する住民の生活への影響はあるか。また、土地利用・生計手段の大幅な変
更、失業等は生じるか。これらの影響の緩和に配慮した計画か。
(b) プロジェクトによるその他の住民の生活への悪影響はあるか。必要な
場合は影響を緩和する配慮が行われるか。
(c) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(d) プロジェクトによって周辺地域の道路交通に悪影響はあるか（渋滞、
交通事故の増加等）。
(e) 鉄道線路によって住民の移動に障害が生じるか。
(f) 鉄道構造物(陸橋等）による日照阻害、電波障害は生じるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(3)文化遺産

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：８．鉄道（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
　
会
　
環
　
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼさないか。また、影響に対する緩
和策が用意されるか。
(d) 工事による道路渋滞は発生するか、また影響に対する緩和策が用意さ
れるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等は適切なものと判断されるか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（大規模な伐採を伴う場合等）。
(b) 必要な場合には送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：９．空港（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント評価報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質
(a) 関連施設・付帯設備等からの排水に含まれるBOD、COD、SS、油分等の
汚濁物質は当該国の排出基準等と整合するか。また、排出により当該国の
環境基準と整合しない区域が生じるか。

(a) (a)

(2)廃棄物
(a) 空港及び付帯施設からの廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・
処分されるか。

(a) (a)

(3)土壌汚染
(a) サイトの土壌は、過去に汚染されたことがあるか。また、航空機燃料
等の漏出によって土壌を汚染しない対策がなされるか。

(a) (a)

(4)騒音・振動
(a) 航空機による騒音は当該国の基準と整合するか。
(b) 空港利用者の車輌や空港稼働に伴う車両等からの騒音・振動による悪
影響はあるか。ある場合、対策は用意されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(6)悪　臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトによる水利用（地表水、地下水）が、河川等の水域環境
に影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)水象

(a) 空港及び関連施設の建設による水系の変化に伴い、地表水・地下水の
流れに悪影響を及ぼすか。
(b) 海域に建設される場合、流況、波浪、潮流、流入河川水流等に悪影響
を及ぼすか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：９．空港（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

３
自
然
環
境

(4)地形・地質

(a) 広範囲の造成に伴い、計画地周辺の地形・地質構造が大規模に改変さ
れるか。
(b) 盛土、切り土等地山の改変は、地山の安定を考慮して計画されるか。
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土壌流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。
(d) 海域に建設される場合、自然海浜の消失は生じるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響は生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトによって周辺の道路交通や地域住民による土地利用、水
域利用に影響はあるか。
(c) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(d) プロジェクトの実施により必要となる社会基盤の整備は十分か（アク
セス道路等）。不十分な場合、整備計画はあるか。
(e) 空港施設及び構造物による日照阻害、電波障害は生じるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

４
　
社
　
会
　
環
　
境



環境チェックリスト：９．空港（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等）

４
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環
　
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されているか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、道路、鉄道、橋梁に係るチェックリストの該当チェッ
ク事項も追加して評価すること（空港へのアクセス道路が整備される場合
等）。
(b) 空港が海上に建設される場合等、必要な場合には港湾に係るチェック
リストの該当チェック事項も追加して評価すること。
(c) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（大規模な森林伐採が行われる場合等）。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１０．港湾（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質
(a) 船舶・車輌・付帯設備等から排出される硫黄酸化物（SOx）、窒素酸
化物（NOx）、煤じん等の大気汚染物質は、当該国の排出基準、環境基準
等と整合するか。大気質に対する対策はとられるか。

(a) (a)

(2)水質

(a) 関連施設からの一般排水は、当該国の排出基準、環境基準等と整合す
るか。
(b) 船舶・付帯設備等（ドック等）からの排水は、当該国の排出基準、環
境基準等と整合するか。
(c) 油、有害物質等が周辺水域に流出・排出しない対策がなされるか。
(d) 水際線の変更、既存水面の消滅、新規水面の創出等によって、流況変
化・海水交換率の低下等（海水循環が悪くなる）が発生し、水温・水質の
変化が引き起こされるか。
(e) 埋め立てを行う場合、埋立地からの浸透水が表流水、海水、地下水を
汚染しない対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)廃棄物

(a) 船舶、関連施設からの廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・処
分されるか。
(b) 浚渫土・沖捨土の投棄が周辺水域に影響を及ぼすことがないよう、当
該国の基準に従って適切に処理・処分されるか。
(c) 有害物質が周辺水域に排出・投棄されないよう対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(4)騒音・振動
(a) 騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(6)悪　臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)

(7)底　質
(a) 船舶及び関連施設からの有害物質等の排出・投棄によって底質を汚染
しないよう対策がなされるか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：１０．港湾（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 水生生物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対策はな
されるか。
(e) 沿岸域の植生、野生動物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある
場合、対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)水象
(a) 港湾施設の設置による水系の変化は生じるか。流況、波浪、潮流等に
悪影響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質
(a) 港湾施設の設置による計画地周辺の地形・地質の大規模な改変や自然
海浜の消失が生じるか。

(a) (a)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトにより周辺の水域利用（漁業、レクリエーション利用を
含む）が変化して住民の生計に悪影響を及ぼすか。
(c) 港湾施設が住民の既存水域交通及び周辺の道路交通に悪影響を及ぼす
か。
(d) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１０．港湾（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(3)文化遺産

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されているか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

６
　
留
意
点

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 埋立地造成、港湾の掘込み等による地下水系への影響(水位低下、塩
化）や地下水利用による地盤沈下等の影響についても必要に応じて検討さ
れ所要の措置が講じられる必要がある。
(b) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要素が
考えられる場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１１．河川・砂防（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質
(a) プロジェクトの実施によって下流の河川流量が変化（主に水位低下）
すること等により環境基準等と整合しない区間が生じるか。

(a) (a)

(2)廃棄物
(a) 大量の掘削土・浚渫土砂が発生する場合、当該国の規定に従って適切
に処理・処分されるか。

(a) (a)

(3)地盤沈下
(a) 掘削による地下水位の低下、地盤沈下が生じる恐れがあるか。必要に
応じ対策はとられるか。

(a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 流量減少、海水の遡上等による下流域の水生生物、動植物及び生態系
に悪影響を及ぼすか。
(e) プロジェクトによる流況変化が河川の水域環境に悪影響を及ぼすか。
水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)水象
(a) プロジェクトによる水系の変化に伴い、地表水・地下水の流れに悪影
響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質
(a) 河川、水路掘削に伴い、計画地周辺の地形・地質構造の大規模な改変
が生じるか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：１１．河川・砂防（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトによる取水等の水利用（地表水、地下水）によって周辺
及び下流域の漁業及び水利用に悪影響を及ぼすか。
(c) 水を原因とする、もしくは水に関係する疾病（住血虫症、マラリア、
糸状虫症等）は発生するか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)文化遺産

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１１．河川・砂防（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼさないか。また、影響
に対する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、森林に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１２．橋梁（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 通行車両等から排出される大気汚染物質による影響はあるか。当該国
の環境基準等と整合するか。
(b) ルート付近において大気汚染状況が既に環境基準を上回っている場
合、プロジェクトが更に大気汚染を悪化させるか。大気質に対する対策は
とられるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質
(a) 盛土部、切土部等の表土露出部からの土壌流出によって下流水域の水
質が悪化するか。
(b) プロジェクトによる周辺の井戸等の水源への影響はあるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)騒音・振動
(a) 通行車両や鉄道による騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。
(b) 通行車両や鉄道による低周波音は当該国の基準等と整合するか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 野生生物及び家畜の移動経路の遮断、生息地の分断、動物の交通事故
等に対する対策はなされるか。
(e) 橋梁・道路が出来たことによって、開発に伴う森林破壊や密猟、砂漠
化、湿原の乾燥等は生じるか。外来種（従来その地域に生息していなかっ
た）、病害虫等が移入し、生態系が乱される恐れがあるか。これらに対す
る対策は用意されるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)水象
(a) 構造物の設置による水系の変化に伴い、地表水・地下水の流れに悪影
響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質

(a) ルート上に土砂崩壊や地滑りが生じそうな地質の悪い場所はあるか。
ある場合は工法等で適切な処置がなされるか。
(b) 盛土、切土等の土木作業によって、土砂崩壊や地滑りは生じるか。土
砂崩壊や地滑りを防ぐための適切な対策がなされるか。
(c) 盛土部、切土部、土捨て場、土砂採取場からの土壌流出は生じるか。
土砂流出を防ぐための適切な対策がなされるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)
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環境チェックリスト：１２．橋梁（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) 新規開発により橋梁・アクセス道路が設置される場合、既存の交通手
段やそれに従事する住民の生活への影響はあるか。また、土地利用・生計
手段の大幅な変更、失業等は生じるか。これらの影響の緩和に配慮した計
画か。
(b) プロジェクトによりその他の住民の生活に対し悪影響を及ぼすか。必
要な場合は影響を緩和する配慮が行われるか。
(c) 他の地域からの人口流入により病気の発生（HIV等の感染症を含む）
の危険はあるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われるか。
(d) プロジェクトによって周辺地域の道路交通に悪影響を及ぼすか（渋
滞、交通事故の増加等）。
(e) プロジェクトによって住民の移動に障害が生じるか。
(f) 陸橋等による日照阻害、電波障害は生じるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１２．橋梁（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、道路、鉄道、林業に係るチェックリストの該当チェッ
ク事項も追加して評価すること（大規模な伐採を伴う場合等）。
(b) 必要な場合には送変電・配電に係るチェックリストの該当チェック事
項も追加して評価すること（送変電・配電施設の建設を伴う場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１３．廃棄物（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質
(a) 焼却施設、収集・運搬車両等から排出される硫黄酸化物（SOx）、窒
素酸化物（NOx）、煤じん、ダイオキシン等の大気汚染物質は当該国の排
出基準、環境基準等と整合するか。大気質に対する対策はとられるか。

(a) (a)

(2)水質

(a) 施設からの排水は当該国の排出基準、環境基準等と整合するか。
(b) 廃棄物処分場から発生する浸出水等の水質は当該国の排出基準、環境
基準等と整合するか。
(c) これらの排水が表流水あるいは地下水を汚染しない対策がなされる
か。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)廃棄物

(a) ゴミの破砕、選別工程で発生する処理残渣、焼却灰、飛灰、コンポス
ト施設から発生するコンポスト化不適物等の廃棄物は当該国の規定に従っ
て適切に処理・処分されるか。
(b) 有害廃棄物、危険物については、他の廃棄物と区別し、無害化された
上で当該国の基準に従って適切に処理・処分されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(4)土壌汚染
(a) 廃棄物処分場から発生する浸出水等により、土壌、地下水を汚染しな
い対策がなされるか。

(a) (a)

(5)騒音・振動
(a) 施設稼働（特に焼却施設、廃棄物選別・破砕施設）、ゴミの収集・運
搬を行う車両の通行による騒音・振動は当該国の基準と整合するか。

(a) (a)

(6)悪臭
(a) 悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 水生生物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対策はな
されるか。
(e) 植生、野生動物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対
策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
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環境チェックリスト：１３．廃棄物（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

３
自
然
環
境

(3)跡地管理

(a) 処分場の操業終了後の環境保全対策（ガス対策、浸出水対策、不法投
棄対策、緑化等）は考慮されるか。
(b) 跡地管理の継続体制は確立されるか。
(c) 跡地管理に関して適切な予算措置は講じられるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) ウェストピッカー等を含めた既存の資源再回収システムへの配慮はな
されるか。
(c) 廃棄物運搬による地域交通への影響はあるか。
(d) 本プロジェクトからの排水、廃棄物処分場から発生する浸出水等に
よって漁業及び地域住民の水利用（特に飲料水）に悪影響を及ぼすか。
(e) 衛生害虫は発生するか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れるか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：１３．廃棄物（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
　
会
　
環
　
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じらるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（廃棄物処分場等の建設に伴い、大規模な森林伐採が行
われる場合等）。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１４．上水道（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質
(a) 消毒用塩素の貯蔵設備、注入設備からの塩素による大気汚染はある
か。
(b) 作業環境における塩素は当該国の労働安全基準等と整合するか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質
(a) 施設稼働に伴って発生する排水のSS、BOD、COD、pH等の項目は当該国
の排水基準等と整合するか。

(a) (a)

(3)廃棄物
(a) 施設稼働に伴って発生する汚泥等の廃棄物は当該国の規定に従って適
切に処理・処分されるか。

(a) (a)

(4)騒音・振動
(a) ポンプ施設等からの騒音・振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(5)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、河川等の水域環境に
影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)水象
(a) プロジェクトによる取水（地下水、地表水）が地表水、地下水の流れ
に悪影響を及ぼすか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：１４．上水道（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトにより住民の生活に対し悪影響が生じるか。必要な場合
は影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) プロジェクトによる取水（地表水、地下水）が、既存の水利用、水域
利用に影響を及ぼすか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１４．上水道（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。
(d) 工事による道路渋滞は発生するか、また影響に対する緩和策が用意さ
れるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、ダム、河川に係るチェックリストの該当チェック事項
も追加して評価すること。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１５．下水道（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d）上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質
(a) 下水処理後の放流水中のSS、BOD、COD、pH等の項目は当該国の排出基
準等と整合するか。
(b) 未処理水に重金属が含まれているか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)廃棄物
(a) 施設稼働に伴って発生する汚泥等の廃棄物は当該国の規定に従って適
切に処理・処分されるか。

(a) (a)

(3)土壌汚染
(a) 汚泥等に重金属の含有が疑われる場合、これらの廃棄物からの浸出水
の漏出等により土壌、地下水を汚染しない対策がなされるか。

(a) (a)

(4)騒音・振動
(a) 汚泥処理施設、ポンプ施設等からの騒音・振動は当該国の基準等と整
合するか。

(a) (a)

(5)悪臭
(a) 汚泥処理施設等からの悪臭の防止対策はとられるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイト及び処理水放流先は当該国の法律・国際条約等に定められた保
護区内に立地するか。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイト及び処理水放流先は原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な
生息地（珊瑚礁、マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトが、河川等の水域環境に影響を及ぼすか。水生生物等へ
の影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１５．下水道（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトの実施により周辺の土地利用・水域利用が変化して住民
の生活に悪影響を及ぼすか。
(b) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)文化遺産

(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 当該国の少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配
慮がなされているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されているか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１５．下水道（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
（Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。
(d) 工事による道路渋滞は発生するか、また影響に対する緩和策が用意さ
れるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

６
留
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環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１６．農業・灌漑・畜産（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質

(a) 農地からの排水または浸出水による周辺河川、地下水等の汚染防止に
配慮されるか。肥料、農薬、畜産廃棄物等について、適切な施用／処分方
法の基準が定められ、それらを農民に周知徹底する体制が整えられるか。
(b) 河川、地下水汚染に対するモニタリング体制が整備されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)廃棄物
(a) 廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・処分されるか。 (a) (a)

(3)土壌汚染

(a) 灌漑地において塩害等は生じるか。
(b) 農薬、重金属その他有害物が灌漑地土壌を汚染しない対策がなされる
か。
(c) 農薬管理計画が作成され、その使用方法・実施体制が整備されている
か。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(4)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(5)悪臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭源がある場合、地域住民との間で問題が生じる
恐れはあるか。

(a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) プロジェクトにより、貴重な野生生物の繁殖の場や餌場が失われる
か。失われる場合、近傍に代替地が存在するか。
(d) 過剰放牧による野生生物の生育環境への影響、砂漠化等の生態系の劣
化はあるか。
(e) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
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環境チェックリスト：１６．農業・灌漑・畜産（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。
(b) 農地利用に係る権利の配分は適正に行われるか。特定の地域あるいは
セクターの住民への利用権や利便性が偏在することはあるか。
(c) 対象地域における水利権等の配分は、適切に行われるか。水利権や水
利用に係る利便性が特定のセクターまたは地域の住民に偏在することはあ
るか。
(d) プロジェクトによる取水等の水利用（地表水、地下水）によって周辺
および下流域の漁業および水利用に悪影響を及ぼすか。
(e) 水を原因とする、もしくは水に関係する疾病（住血虫症、マラリア、
糸状虫症等）は生じるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われ
るか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：１６．農業・灌漑・畜産（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
会
環
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、林業に係るチェックリストの当該チェック事項も追加
して評価すること。
(b) 取水・利水のための大規模な堰の設置、貯水池、ダムの建設を伴う場
合には、必要に応じて、水力発電・ダム・貯水池に係るチェックリストの
該当チェック事項も追加して評価すること。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１７．林業（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 伐採工程、林産加工工程、焼却炉等から排出される粉じん、煤じん、
硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、有機化学物質等の大気汚染物質
は、当該国の排出基準、環境基準等と整合するか。大気質に対する対策は
とられるか。

(a) (a)

(2)水質
(a) 肥料、農薬等の使用による水質汚染は生じるか。
(b) 林産加工施設等が設置される場合、施設からの排水は当該国の排水基
準、環境基準等と整合するか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)廃棄物
(a) 廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・処分されるか。 (a) (a)

(4)土壌汚染
(a) 農薬等の使用により土壌、地下水を汚染しない対策がなされるか。
(b) 農薬管理計画が作成され、その使用方法・実施体制が整備されている
か。

(a)
(b)

(a)
(b)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 樹木の大規模な伐採により、日射、温度、湿度等が変化し、周辺の植
生に影響が生じるか。
(d) 樹木の大規模な伐採等により、野生生物の繁殖の場や餌場が失われる
か。
(e) 植林プロジェクトの場合、単一の樹種を植えることで、野生生物の生
育環境に影響はあるか。また、病害虫の大量発生を招く可能性はあるか。
(f) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(g) プロジェクトに伴う森林の違法伐採が行われるか、あるいはプロジェ
クト実施者による森林認証の取得が行われるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
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環境チェックリスト：１７．林業（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(3)水象

(a) 樹木の大量伐採や林道の設置等により雨水の流出量や流出特性が変化
し、周辺の水象に影響が生じるか。
(b) 森林伐採により水源涵養機能が失われ、当該森林を水源とする流域全
体に影響が生じるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(4)地形・地質
(a) 伐採により森林の治山機能が失われ、土砂崩壊や地滑りは生じるか。 (a) (a)

(5)跡地管理

(a) 適切な跡地管理計画が考慮されるか。特に、伐採跡地からの土砂流出
を防ぐために適切な対策がなされるか。
(b) 跡地管理の継続体制は確立されるか。
(c) 跡地管理に関して適切な予算措置は講じられるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。特に森林における農耕、牧畜、狩猟及
び採取等の第一次産業を生計手段としていた住民の生活に配慮されている
か。
(b) 林道の設置により外部から林業資源が不法に侵害を受けないよう適切
な対策が講じられるか。
(c)山林入会権等が阻害されることはあるか。
(d)プロジェクトが稼動するまでの住民の生活は配慮されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：１７．林業（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)
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(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等は適切なものと判断されるか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合は、農業に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること。

(a) (a)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１８．水産業（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)水質

(a) 水産養殖池等からの排水による周辺水域の汚染防止に配慮されるか。
餌料、薬品/抗生物質等について、適切な使用基準が定められ、それらを
周知徹底する体制が整えられるか。
(b) 養殖池、加工施設、漁船等からの排水及び周辺域の水質は当該国の排
水基準・環境基準等と整合するか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)廃棄物
(a) 廃棄物は当該国の規定に従って適切に処理・処分されるか（特に加工
施設）。

(a) (a)

(3)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか（特に加工施設）。 (a) (a)

(4)悪臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。（特に加工施設）。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) 水生生物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対策はな
されるか。
(e) 植生、野生動物に悪影響を及ぼす恐れはあるか。影響がある場合、対
策はなされるか。
(f) 水生生物や魚類の過剰採取はないか。生態系への影響の少ない漁法で
あるか。漁具が放置され、生態系に影響を与えることはあるか。
(g) 水産養殖餌料による水域の富栄養化、赤潮の発生はあるか。富栄養化
に対する対策は考慮されるか。
(h) 外来種（従来その地域に生息していなかった）、病害虫等が移入し、
生態系が乱される恐れはあるか。対策は準備されるか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
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環境チェックリスト：１８．水産業（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

(3)水象
(a) 内陸、沿岸部への養殖池の設置等による水系の変化に伴い、地表水・
地下水の流れに悪影響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質
(a) 沿岸部での造成に伴い、計画地周辺の地形・地質構造の大規模な改
変、地盤沈下や自然海浜の消失は生じるか。

(a) (a)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計

(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響はあるか。必要な場合は影
響を緩和する配慮が行われるか。
(b) 水域利用に係る権利（漁業権等）の配分は適切に行われるか。
(c) 水を原因とする、もしくは水に関係する疾病（住血虫症、マラリア、
糸状虫症等）は生じるか。必要に応じて適切な公衆衛生への配慮は行われ
るか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観
(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。

(a) (a)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)
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環境チェックリスト：１８．水産業（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由、根拠、緩和策等)

４
　
社
会
環
境

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 加工貯蔵施設については、必要に応じて鉱工業に係るチェックリスト
の該当チェック事項も追加して評価すること。
(b) 必要な場合は、港湾に係るチェックリストの該当チェック事項も追加
して評価すること（港湾設備が合わせて整備される場合等）。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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環境チェックリスト：１９．その他インフラ整備（1）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由・根拠、緩和策等)

(1)EIAおよび環境
許認可

(a) 環境アセスメント報告書（EIAレポート)等は作成済みか。
(b) EIAレポート等は当該国政府により承認されているか。
(c) EIAレポート等の承認は付帯条件を伴うか。付帯条件がある場合は、
その条件は満たされるか。
(d) 上記以外に、必要な場合には現地の所管官庁からの環境に関する許認
可は取得済みか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(2)現地ステーク
ホルダーへの説明

(a) プロジェクトの内容および影響について、情報公開を含めて現地ス
テークホルダーに適切な説明を行い、理解を得ているか。
(b) 住民等からのコメントを、プロジェクト内容に反映させたか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(3)代替案の検討
(a) プロジェクト計画の複数の代替案は（検討の際、環境・社会に係る項
目も含めて）検討されているか。

(a) (a)

(1)大気質

(a) 対象となるインフラ施設及び付帯設備等から排出される大気汚染物質
（硫黄酸化物（SOx）、窒素酸化物（NOx）、媒じん等）は当該国の排出基
準、環境基準等と整合するか。大気質に対する対策はとられるか。
(b) 宿泊施設等での電源・熱源は排出係数（二酸化炭素、窒素酸化物、硫
黄酸化物等）が小さい燃料を採用しているか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(2)水質
(a) インフラ施設及び付帯設備等からの排水または浸出水は当該国の排出
基準、環境基準等と整合するか。

(a) (a)

(3)廃棄物 
(a) インフラ施設及び付帯設備からの廃棄物は当該国の規定に従って適切
に処理・処分されるか。

(a) (a)

(4)土壌汚染
(a) インフラ施設及び付帯設備からの排水、浸出水等により、土壌・地下
水を汚染しない対策がなされるか。

(a) (a)

(5)騒音・振動
(a) 騒音、振動は当該国の基準等と整合するか。 (a) (a)

(6)地盤沈下
(a) 大量の地下水汲み上げを行う場合、地盤沈下が生じる恐れがあるか。 (a) (a)

(7)悪臭
(a) 悪臭源はあるか。悪臭防止の対策はとられるか。 (a) (a)

(1)保護区
(a) サイトは当該国の法律・国際条約等に定められた保護区内に立地する
か。プロジェクトが保護区に影響を与えるか。

(a) (a)

(2)生態系

(a) サイトは原生林、熱帯の自然林、生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、
マングローブ湿地、干潟等）を含むか。
(b) サイトは当該国の法律・国際条約等で保護が必要とされる貴重種の生
息地を含むか。
(c) 生態系への重大な影響が懸念される場合、生態系への影響を減らす対
策はなされるか。
(d) プロジェクトによる水利用（地表水、地下水）が、河川等の水域環境
に影響を及ぼすか。水生生物等への影響を減らす対策はなされるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

(3)水象
(a) プロジェクトによる水系の変化に伴い、地表水・地下水の流れに悪影
響を及ぼすか。

(a) (a)

(4)地形・地質
(a) プロジェクトにより、サイト及び周辺の地形・地質構造が大規模に改
変されるか。

(a) (a)
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環境チェックリスト：１９．その他インフラ整備（2）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由・根拠、緩和策等)

(1)住民移転

(a) プロジェクトの実施に伴い非自発的住民移転は生じるか。生じる場合
は、移転による影響を最小限とする努力がなされるか。
(b) 移転する住民に対し、移転前に補償・生活再建対策に関する適切な説
明が行われるか。
(c) 住民移転のための調査がなされ、再取得価格による補償、移転後の生
活基盤の回復を含む移転計画が立てられるか。
(d) 補償金の支払いは移転前に行われるか。
(e) 補償方針は文書で策定されているか。
(f) 移転住民のうち特に女性､子供､老人､貧困層､少数民族・先住民族等の
社会的弱者に適切な配慮がなされた計画か。
(g) 移転住民について移転前の合意は得られるか。
(h) 住民移転を適切に実施するための体制は整えられるか。十分な実施能
力と予算措置が講じられるか。
(i) 移転による影響のモニタリングが計画されるか。
(j) 苦情処理の仕組みが構築されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(a)
(b)
(c)
(d)
(e)
(f)
(g)
(h)
(i)
(j)

(2)生活・生計
(a) プロジェクトによる住民の生活への悪影響が生じるか。必要な場合は
影響を緩和する配慮が行われるか。

(a) (a)

(3)文化遺産
(a) プロジェクトにより、考古学的、歴史的、文化的、宗教的に貴重な遺
産、史跡等を損なう恐れはあるか。また、当該国の国内法上定められた措
置が考慮されるか。

(a) (a)

(4)景　観

(a) 特に配慮すべき景観が存在する場合、それに対し悪影響を及ぼすか。
影響がある場合には必要な対策はとられるか。
(b) 大規模な宿泊施設や建築物の高層化によって景観が損なわれる恐れが
あるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(5)少数民族、先
住民族

(a) 少数民族、先住民族の文化、生活様式への影響を軽減する配慮がなさ
れているか。
(b) 少数民族、先住民族の土地及び資源に関する諸権利は尊重されるか。

(a)
(b)

(a)
(b)

(6)労働環境

(a) プロジェクトにおいて遵守すべき当該国の労働環境に関する法律が守
られるか。
(b) 労働災害防止に係る安全設備の設置、有害物質の管理等、プロジェク
ト関係者へのハード面での安全配慮が措置されるか。
(c) 安全衛生計画の策定や作業員等に対する安全教育（交通安全や公衆衛
生を含む）の実施等、プロジェクト関係者へのソフト面での対応が計画・
実施されるか。
(d) プロジェクトに関係する警備要員が、プロジェクト関係者・地域住民
の安全を侵害することのないよう、適切な措置が講じられるか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)
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環境チェックリスト：１９．その他インフラ整備（3）

分
類

環境項目 主なチェック事項
Yes: Y
No: N

具体的な環境社会配慮
(Yes/Noの理由・根拠、緩和策等)

(1)工事中の影響

(a) 工事中の汚染（騒音、振動、濁水、粉じん、排ガス、廃棄物等）に対
して緩和策が用意されるか。
(b) 工事により自然環境（生態系）に悪影響を及ぼすか。また、影響に対
する緩和策が用意されるか。
(c) 工事により社会環境に悪影響を及ぼすか。また、影響に対する緩和策
が用意されるか。

(a)
(b)
(c)

(a)
(b)
(c)

(2)モニタリング

(a) 上記の環境項目のうち、影響が考えられる項目に対して、事業者のモ
ニタリングが計画・実施されるか。
(b) 当該計画の項目、方法、頻度等はどのように定められているか。
(c) 事業者のモニタリング体制（組織、人員、機材、予算等とそれらの継
続性）は確立されるか。
(d) 事業者から所管官庁等への報告の方法、頻度等は規定されているか。

(a)
(b)
(c)
(d)

(a)
(b)
(c)
(d)

他の環境チェック
リストの参照

(a) 必要な場合、道路、鉄道、橋梁に係るチェックリストの該当チェック
事項も追加して評価すること（インフラ施設に関連して、アクセス道路等
が設置される場合等）。
(b)電話線敷設、鉄塔、海底ケーブル等については、必要に応じて、送変
電・配電に係るチェックリストの該当チェック事項も追加して評価するこ
と。

(a)
(b)

(a)
(b)

環境チェックリス
ト使用上の注意

(a) 必要な場合には、越境または地球規模の環境問題への影響も確認する
（廃棄物の越境処理、酸性雨、オゾン層破壊、地球温暖化の問題に係る要
素が考えられる場合等）。

(a) (a)

注１）　表中『当該国の基準』については、国際的に認められた基準と比較して著しい乖離がある場合には、必要に応じ対応策を検討する。
当該国において現在規制が確立されていない項目については、当該国以外（日本における経験も含めて）の適切な基準との比較により検討を行う。
注２）　環境チェックリストはあくまでも標準的な環境チェック項目を示したものであり、事業および地域の特性によっては、項目の削除または追加を行う必要がある。
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